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（２）　一般職員における女性職員の採用状況（任命権者別）
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（１）　職員区分毎の女性職員の採用状況（全任命権者合計）

１　女性職員の採用割合（令和３（２０２１）年度採用者）

　川崎市では、全ての職員が生活と仕事とを両立し活躍するために必要な職場環境・職場風土づくりを推進するため、女性
の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）及び次世代育
成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。以下「次世代育成支援法」という。）に基づき、「川崎市特定事業主行動
計画」を策定し、取組を進めています。
　今般、女性活躍推進法第１９条第６項及び次世代育成支援法第１９条第５項に基づき、令和３年度の行動計画の実施状況
を以下のとおり取りまとめましたのでお知らせします。
　併せて、女性活躍推進法第２１条の規定に基づき、川崎市における女性の活躍状況についてもお知らせします。

保健師医師機械職土木職社会福祉職

（３）　一般職員における各職種の採用状況
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２　管理職における女性職員の割合

（１）　管理職登用の推移（各年度４月１日現在）

（２）　任命権者別の状況（令和４（２０２２）年４月１日現在）

令和２年度 1,459人 1,135人 324人

女性割合

平成30年度 1,459人 1,155人 304人 20.8%

年　　度 全　　体 男性管理職数 女性管理職数

1,144人1,461人令和元年度
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令和２年度 24.5%

令和３年度 24.0%

令和４年度 24.5%

0.0%5.5%10.0%12.7%15.5%21.8%

60歳以上55-59歳50-54歳45-49歳40-44歳30-34歳

☆川崎市特定事業主行動計画　目標値　

管理職（課長級）職員に占める女性比率を令和８（2026）年4月1日までに30％以上を目指します

（各年度４月１日現在）

年度 比率

平成30年度 23.8%

令和元年度 23.9%

女　　性 4人 98人 252人 354人

3,016人

職員

男　　性 33人 342人 776人 1,151人 466人 1,713人 1,471人 5,751人

5,244人

37人

局長級 部長級 課長級 管理職計

0 人11人 3人

2.7%

43.5%

４　一般職員における年代別退職状況（令和３（２０２１）年度）　※自己都合退職者数

離職率 離職者の年代別割合

女性割合 10.8% 22.3% 24.5% 23.5% 21.2% 33.3% 51.2%

6人
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47.7%
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全　　体

３　各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（令和４（２０２２）年４月１日現在）
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半年以上
一年未満

全体
１年以上
１年半未満

上下水道局

交通局

病院局

市長事務部局等 3人

0人

20人

0人

2人

20.0%

20 人

20.0%

5人

14.3%

14人

0人

0人

育児休業
取得率

（対象者数）

89.0%

82人

半年以上
一年未満

24人

１年以上
１年半未満

19人

２年以上

13人

5日未満
5日以上
2週間未満

2週間以上
一月未満

一月以上
半年未満

0人 0人 0人 5人

0人

0人

0人
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28人
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1人
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0人

交通局

50.0%

2人

0%

0人

0人

0人

1人

（２）　女性職員の育児休業取得率及び育児休業の取得期間の分布状況

全体

73人

1人

0人

市長事務部局等

５　一般職員における男女別の育児休業取得率及び育児休業の取得期間の分布状況（令和３（２０２１）年度）

※育児休業取得率＝「当該年度に新たに育児休業を取得した職員数（子の出生時期は問わない）」÷「当該年度に出産した職員数」

教育委員会事務局

全　　体

103.0%

200人

96.8%

3人

一月以上
半年未満

31人 70人

1年半以上
2年未満

0人

（１）　男性職員の育児休業取得率及び育児休業の取得期間の分布状況

育児休業
取得率
（対象者数）
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2週間以上
一月未満

6.6%

0人

0人

0人

4人

7人

5日以上
2週間未満

10人

0人

1人

0人

1人

1人

13人

50.7%

138 人

91人

17.2%

163人

25.8%

431人

1人

4人
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3人

0人

2人

3人

8人

47人

1人

7人

11人

52人

2人

206人

334人

38人

62人

1年半以上
2年未満

12人

0人

0人 0人

4人

0人

28人

44人

2人

2人

※育児休業取得率＝「当該年度に新たに育児休業を取得した職員数（子の出生時期は問わない）」÷「当該年度に配偶者が出産した職員数」

全体

教育委員会事務局

消防局

0人

0人

25人

0人

102人

140人
345人

33人

72人

病院局

消防局

88.1%

59人

100.0%

2人

15人

0人

上下水道局

令和２年度 17.8%

令和３年度 25.8%

☆川崎市特定事業主行動計画　目標値　

男性職員の育児休業の取得率を令和7(2025)年度までに30％以上を目指します

年度 取得率

平成29年度 5.6%

平成30年度 7.1%

令和元年度 10.3%

0人

２年以上

0人

0人

0人

1人

1人

1人

0人

0人

0人

0人

0人

1人

0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 5人

0人 1人 1人 14人

0人 0人 0人 0人

0人 1人 1人 4人

0人 0人 0人 0人

50.7%

20.0% 20.0% 14.3%
6.6%

17.2%

89.0%

50.0%

0.0%

88.1%
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市長事務部局等 上下水道局 交通局 病院局 消防局 教育委員会事務局

育児休業取得率の男女差

男性 女性
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47.4%令和２年度

　　　　　男性職員の育児に伴う休暇・休業1か月以上取得率を令和7（2025）年度までに100％を目指します
　　　　　※令和4年4月からの新規目標のため、集計値なし

令和３年度 618人

平成29年度 466人

平成30年度 367人

令和元年度 397人

職員
（管理職を除く）

年間480時間を超える時間外勤務者数を令和７(2025)年度までにゼロを目指します

年度 職員数

職員
（管理職を除く）

７　職員一人当たりの一月当たりの時間外勤務時間数及び上限を超えて命じられて勤務した職員数（令和３（２０２１）年度）

（１）　職員一人当たり一月当たりの平均時間外勤務時間数

　　　　　※令和２年３月に策定した川崎市次世代育成支援対策特定事業主行動計画（旧計画）の目標値
　　　　　「男性職員の子の出生に関する特別休暇5日以上取得率８０％以上」を統合した形で設定しています。
　　　　　　旧計画の目標値の達成状況は下記のとおりです。

年度 職員数

令和元年度

※交通局の自動車運転手、病院局の医師・歯科医師を除く

※災害時等の業務を除く

☆川崎市特定事業主行動計画　目標値

64.8%

合計５日以上
の取得率

53.1% 70.3% 70.0% 20.0% 35.7% 91.2%

育児参加特別
休暇完全取得率

37.8% 52.2% 55.0%

（２）　上限（年間４８０時間）を超えて命じられて勤務した職員数

46.6%

令和３年度 53.1%

６　一般職員における男性職員の配偶者出産休暇（３日間）及び育児参加特別休暇（５日間）の取得率及びそれぞれの休暇の
    合計取得日数の分布状況（令和３（2021）年度）

全市計 市長事務部局等 上下水道局 交通局 病院局 消防局 教育委員会事務局

　　　　【参考】男性職員の子の出生に関する特別休暇5日以上取得率を令和６年度までに８０％以上
　　　　　（旧川崎市次世代育成支援対策特定事業主行動計画）

17.8%

9.8%

20.2%

163人

20.0% 28.6%

91人

53.1% 65.9% 75.0% 40.0% 42.9% 90.1%

431人 138人 20人 5人 14人

市長事務部局等

14.3時間

上下水道局

8.6時間

配偶者出産特別
休暇完全取得率

対象者数

交通局

17.6時間

病院局

8.6時間

消防局

10.3時間

教育委員会事務局

10.6時間

全体

11.7時間

教育委員会事務局

88人

全体

618人

※交通局の自動車運転手、病院局の医師・歯科医師を除く
※災害時等の業務を除く

令和２年度 484人

※交通局の自動車運転手、病院局の医師・歯科医師を除く

※災害時等の業務を除く

☆川崎市特定事業主行動計画　目標値

市長事務部局等

490人

上下水道局

0人

交通局

5人

病院局

32人

消防局

3人

14.3時間

8.6時間

17.6時間

8.6時間
10.3時間 10.6時間

490人

0人 5人 32人 3人
88人

0人
100人
200人
300人
400人
500人
600人

0.0時間

5.0時間

10.0時間

15.0時間

20.0時間

市長事務部局 上下水道局 交通局 病院局 消防局 教育委員会事務局

一月当たりの平均時間外勤務時間数及び年間480時間を超えて勤務した職員数

平均時間外勤務時間 年間480時間を超えて勤務した職員数

5



９　働き方についての満足度

令和元年度 15.0日

☆川崎市特定事業主行動計画　目標値

職員の年次休暇取得率を令和７(2025)年度までに１６日（80％以上）を目指します

☆川崎市特定事業主行動計画　目標値

令和２年度 79.8%

令和３年度 79.2%

年度 比率

平成29年度 75.1%

平成30年度 76.1%

令和元年度 73.8%

令和２年度 13.5日

令和３年度 15.9日

年度 取得率

平成29年度 14.1日

平成30年度 14.7日

69.7% 87.6%

８　年次休暇の取得状況　（令和３（２０２１）年度）

全市計 市長事務部局等 上下水道局 交通局 病院局 消防局 教育委員会事務局

一人当たりの
取得日数割合

15.9日 15.1日 17.4日 17.7日 12.6日

職員アンケート「働き方に関する満足感」を令和７(2025)年度までに「満足している」等の回答80％以上を目指します

13.9日 17.5日

一人当たりの
取得率

79.7% 75.6% 86.9% 88.7% 63.1%
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